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③ システム境界（評価した範囲） 

 本評価での対象とするプロセスは、ホール素子・IC 製品の製造及び使用に係わるプロセスの

みとした。 

 完成品であるエアコン製品の原料・材料、輸送、製造、廃棄・リサイクル、及び資本財の製

造に係わるプロセスは、素子の使用、不使用の違いで差が生じないため、評価対象外としてい

る。特に、エアコンの廃棄については、家庭用であれば家電リサイクル法に定められた方法で

処理される等、処理方法が多岐に渡っているため、算出は困難な状況。 

 

（３）評価の結果 

① 単位当たり（エアコン 1 台分）c-LCA 評価の結果 

「化学製品 原料～製造時の CO2 排出量 表１８青字部分」  ：  <<1kg-CO2/台 

DC ブラシレスモータは、AC モータにホール IC が組み込まれた構成と想定する。よって、

DC ブラシレスモータ製造時の CO2 排出量は、AC モータ製造時の CO2 排出量に、ホール素子・

IC の製造に係わる CO2 排出量が加算されたものと想定。ホール素子・IC の製造に係わる CO2

排出量は極めて小さく、モータの製造に係わる CO2 排出量の差は、算定の対象外とする。 

 

「CO2排出削減貢献量の算出」 

DC モータは、使用時の消費電力が AC モータの半分であるため、ライフサイクル全体の CO2

排出削減効果は、大きな値になる。 

・CO2排出削減貢献量    ： ▲858kg-CO2/台 

 

対象プロセス 
DC ブラシ

レスモータ 
AC モータ 

① 原料～製造時に係わるプロセス   
ホール素子の原料～製造に係わる CO2排出量（kg-CO2 /台） <<1 － 
ホール IC の原料～製造に係わる CO2排出量 （kg-CO2 /台） <<1 － 

小計：製造に係る CO2排出量            （kg-CO2 /台） <<1 － 
② 使用時の消費電力に係わるプロセス   
年間の消費電力量（2,000 時間）      （kWh /年/台） 325 650 
稼動年数                     （年） 8 8 
稼動年数の総電力量              （kWh /台） 2,600 5,200 
電力のCO2排出量 50            （kg-CO2/kWh） 0.33 0.33 

小計：使用に係る CO2排出量        （kg-CO2 /台） 858 1,716 

ライフサイクル全体に係わる CO2 排出量   （kg-CO2/台）

（①と②の合計） 
858 1,716 

排出削減効果               （kg-CO2 /台） ▲858  
表１８．DCブラシレスモータの評価結果 51 

                                                        
50 2020 年度の電力排出係数（受電端）：電気事業連合会目標値 
51 旭化成㈱提出データ（電力の CO2排出量除く） 
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② 日本全体の導入効果 

2020 年の世界のエアコン需要台数は、約 1 億台 52と予想されており、これが仮にDCモータタ

イプになったと仮定し、かつエアコン 1 台当たりのCO2 排出削減量が前述の数値であると仮定

すると、8,580 万トンの削減となる。 

2020 年の日本国内におけるエアコン需要台数は、2010 年から横這いと予測。これが仮に DC

モータタイプになったと仮定して日本国内の CO2排出削減量を算出した。 

・ 2020 年におけるエアコンの年間販売台数  ： 7,460 千台/年 

・ CO2 排出削減貢献量            ： ▲640 万トン 

 

 

４．８ 省エネルギー その４ ‐配管材料‐ 
（１）ポリマー配管材料の概要 

 ポリマー配管材料には、ポリ塩化ビニル管、ポリエチレン管、ポリブテン管などがあり、金

属配管材料（炭素鋼鋼管、亜鉛メッキ鋼管、樹脂被覆鋼管、ステンレス鋼管、銅管、アルミニ

ウム管、鋳鉄管、鉛管）とならんで、水道管（配水管、給水管、排水管）やガス管（低圧導管）

として広く使われている 53。 

 ポリマー配管材料に共通する特徴は、可撓性が高く、耐震性に優れていることが挙げられる。

一方で太陽光線によって劣化するため、埋設管や室内配管が主な用途となる。 

 このうち、ポリ塩化ビニル管は、耐食性に優れているため、住宅内の排水設備や下水道管に

広く用いられている。さらに、上水道管においても、ダクタイル鋳鉄管と並び広く使用されて

いる。 

 上下水道にはポリ塩化ビニル管が広く用いられるのに対して、ガス供給においてはポリエチ

レン管が用いられている。ポリエチレン管は、継手部を融着接合（エレクトロフュージョン接

合）できることもあって特に高い耐震性が特徴であり、地震国である日本のガス管材料として

適している。 

 この他の身近なポリマー配管材料としては、温水用配管として用いられるポリエチレン管と

ポリブテン管があげられる。 

 図２８．ポリマー配管 

                                                        
52 出典：富士キメラ総研「2009 ワールドワイドエレクトロニクス市場総調査 ～AV、家電、情報・通信機器、 

 電子ユニットの市場分析と今後の動向～」 (2009 年) 
53 出典：「プラスチック配管材料 最近の動向」（ウエブサイト「三菱化学・三菱樹脂グループの建築・土木・ 

 プラント設備」トピック 2008 年 8 月 27 日掲載）（http://www.construction-biz.com/topics/topics080827.html） 

http://www.construction-biz.com/topics/topics080827.html
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① CO2 削減効果の内容 

 製造時に高温を使用しないため、エネルギー消費量少 

② 配管材料に使用される化学製品 

・ 塩化ビニル（EDC、モノマー、ポリマー） 

・ 高密度ポリエチレン  

・ ポリブテン 

 

（２）評価の条件 

 管を製造するデータが入手できるポリ塩化ビニル管について CO2 排出削減効果を評価した。 

 一般的にポリ塩化ビニル管よりもダクタイル鋳鉄管の方が強度はあり、一定以上の強度を必

要とする用途では、当然ながら安全性が優先される。しかしながら、本評価では、製品の重量

と製品寿命を評価の前提条件とし、強度や安全性を評価結果におりこまなかった。 

  このため、ポリ塩化ビニル管による全用途の代替は見込まず、2020 年のポリ塩化ビニル管の

生産量は、一部代替できない用途があることを考慮して、需要予測について控え目に評価し 2005

年度と同一とした。 

 

① 評価対象と比較対象 

・ 評価対象：ポリ塩化ビニル管 

・ 比較対象：ダクタイル鋳鉄管 

② システム境界（評価した範囲） 

本評価で対象と するプロセスは、 製品の原材料調達（ 資源採掘～素材製造）、 製品の生産（ 加

工） 及び製品の廃棄（ 全量中間処理後、 埋立処分と し た） に係わるプロセスであり 、 製品の使

用段階及び製品の輸送に係わるプロセスは評価対象外と し た。  

塩化ビニル製パイプのライフサイクルフロー

ダクタイル鋳鉄製パイプのライフサイクルフロー

資源採掘～塩化ビニル樹脂製造

パイプ
製造

資源採掘～原料製造 中間
処理

埋立
処分

使用
（約45年）

パイプ
製造

中間
処理

埋立
処分

使用
（約50年）

再生
処理鉄スクラップ 鉄スクラップ

 

注１：二重線がシステム境界（評価した範囲） 

注２：出典によるとダクタイル鋳鉄管に使用される原料は約９割が鉄スクラップである 

図２９．配管のシステム境界 
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③ 削減効果の算出基準 

・ 単位導入量あたりの CO2排出削減量 

 ポリ 塩化ビニル管と ダク タ イ ル鋳鉄管では、 比重に加えて、 想定寿命も 異なるこ と

から 、 こ れら に対する補正を行っ た。  

 

（３）評価の結果 

① 単位当たり（ポリ塩化ビニル管 1kg ）c-LCA 評価の結果あたり 

「完成品（塩ビパイプ） 原料～製造・加工～廃棄までの CO2 排出量 表１８緑字部分の計」 

 ： 1.5 kg-CO2/kg 

 

「CO2排出削減貢献量の算出」 

ポリ塩化ビニル管 1kgのライフサイクルCO2排出量及びダクタイル鋳鉄管 1kgのCO2 排出量に

ついて、文献による評価事例 54を示す。 

 

 塩化ビニル管 ダクタイル鋳鉄管 

原材料調達（資源採掘～素材製造）（kg-CO2/kg） 1.4 0.146 

製品の生産（加工）             （kg-CO2/kg）  0.1 1.925 

製品の廃棄（埋立）           （kg-CO2/kg）    0.018 0.018 

合計                    （kg-CO2/kg） 1.5 2.1 

表１８．単位重量あたりライフサイクル CO2排出量 

 

 塩化ビニル管 ダクタイル鋳鉄管 

150mm 口径・1m 長あたり重量        （kg） 6.7 23.8 

想定寿命                （年） 50 45 

塩化ビニル管 1kg 相当量             （kg） 1.0 3.95 

CO2排出量           （kg-CO2/kg） 1.5  8.2 

排出削減効果          （kg-CO2/kg） ▲6.7  － 

表１９．ポリ塩化ビニル管 1kg のライフサイクル CO2排出量削減効果 

 

1m 当たり 必要な重量と 寿命で補正すると 、 ポリ 塩化ビニル管 1kg あたり 、  
▲6.7kg-CO2 /kg のラ イ フ サイ ク ル CO2 排出量を削減する効果があるこ と と なる。  

・CO2排出削減貢献量    ： ▲6.7kg-CO2 /kg 

 
 

                                                        
54 出典：塩化ビニルリサイクル推進協議会調査委員会「塩化ビニル樹脂製品のライフサイクル評価」 

（1995 年 7 月） 
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② 日本全体の排出削減効果 

2020 年の塩化ビニル管の生産量を 2005 年度と同一 55と仮定して算出。 

同等のダクタイル鋳鉄管に対する素材代替効果の CO2 排出削減量は 303 万トンとなる。 

さらにパイプの接続に用いる「継手」の素材代替効果を加えると、CO2 排出削減量は 330 万

トンとなる。 

 

 塩化ビニル管 同継手 合計 

2020 年想定生産量    （トン） 

（2005 年度実績値と同等と仮定） 
452,878 40,214 493,092 

ライフサイクル全体の CO2の 
排出削減量   （万トン） 

303 27 330 

表２０．ポリ塩化ビニル管によるダクタイル鋳鉄管代替の CO2排出量削減効果 

 

・ 塩ビ管製造/廃棄段階の CO2排出量  ：    74 万トン 

・ CO2 排出削減貢献量            ：  ▲330 万トン 

 

 

４．９ 省エネルギー その５ ‐海水淡水化プラント材料（RO 膜）‐ 
（１）RO 膜及び海水淡水化プラントの概要 

RO 膜（逆浸透膜、Reverse Osmosis Membrane）は、分子レベルでイオンや塩類など水以外の

不純物は透過させない性質を持ち、真水と塩分などを分離する機能を発揮する半透膜である。 

浸透とは、半透膜を経由して希薄溶液から濃厚溶液に溶媒が移行する現象であり、浸透作用

が収まり平衡に達した時点で両液間に生じた圧力差のことを浸透圧と呼ぶ。逆浸透は、濃厚溶

液側に浸透圧以上の圧力をかけることで溶媒が濃厚溶液側から希薄溶液側に移行する現象であ

る。この原理を利用し、塩分などの除去対象物質を含む溶液（海水など）に圧力をかけ、逆浸

透膜を介して水のみを透過させて淡水を得ることが可能であり、海水の淡水化技術として利用

されている。 

 

図３０．RO 膜 

 
                                                        
55

 出典： 塩化ビニル管・ 継手協会 ウェ ブサイ ト  ht t p: //ppf a. gr . j p 
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① CO2 削減効果の内容 

 加熱を必要としないため、エネルギー消費量少。 

② 海水淡水化プラントの種類 

・ 蒸発法  ：海水を蒸発させて蒸留水を作る方法 

・ 膜法    ：RO 膜による塩分除去法。 

③ 海水淡水化プラントのトレンド 

 かつては蒸発法による海水淡水化が主流であったが、膜法は造水に要するエネルギー消費量

が少なく、大型プラントにおいて膜法の採用が主流となっている。 

 世界的な淡水需要の増加を反映し、海水淡水化プラントの大型化傾向は続くと考えられ、エ

ネルギー消費量の少ない膜法は、少ないランニングコストで大きな造水量を実現するとともに、

エネルギー起源の CO2排出量が少ないといった環境配慮性の優位性もあるため、今後さらに主

要な方式としての地位を固めていくことが予想される。 

 

（２）評価の条件 

① 評価対象と比較対象 

・ 評価対象：RO 膜法による海水淡水化プラント 

・ 比較対象：蒸発法による海水淡水化プラント 

② 排出削減効果の算定基準 56 

・単位導入量あたりの CO2 排出削減量 

RO 膜エレメント 1 本分の生涯造水量である 2.6 万 m3 を基準とし、これに見合った量を

蒸発法にて造水した時に生じるライフサイクル全体の CO2 排出量を比較。 

・ RO 膜の寿命：5 年として試算（実態、5～7 年） 

③ システム境界（評価した範囲） 

評価対象、比較対象ともに、海水淡水化プラントの材料製造、プラント建設、使用に関わる

プロセスがシステム境界に含まれている。 

廃棄に関しては、RO 膜利用による CO2 排出量を評価するため、RO 膜エレメントは、産業廃

棄物として埋立処分とした。また RO 膜エレメント以外のプラント構成材料の廃棄処理に関す

るプロセス、及び材料の輸送プロセスは、システム境界に含まれていないが、それぞれ CO2排

出量は相対的に小さく、無視できるレベルである。 

 

（３）評価の結果 

① 単位当たり（RO 膜エレメント 1 本分）c-LCA 評価の結果（単位量導入分） 

「完成品（RO 膜淡水化プラント） 原料～製造・建設～廃棄までの CO2排出量 

         表２１緑字部分の計」 ： 2.46 トン-CO2/本（造水量 2.6 万 m3） 

 

 

 

 

                                                        
56 東レ㈱提供データ 2010 年度推定 
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「CO2削減貢献量の算出」 

RO 膜エレメント 1 本分の生涯造水量である 2.6 万 m3 を実現するため、評価対象（RO 膜法）

における海水淡水化プラントのライフサイクル全体の CO2 排出量は 53.0 トン。比較対象（蒸発

法）の CO2排出量 335.9 トンに比べ、▲282.9 トンの排出削減効果がある。 

・CO2排出削減貢献量      ：    ▲282.9 トン-CO2/本（造水量 2.6 万 m3） 

 

単位：トン-CO2/造水量 2.6 万 m3（RO 膜エレメント 1 本分） 評価対象 比較対象 
原材料製造 
プラント製

造 

RO 膜エレメント製造  0.01 － 
RO 膜エレメントの原材料製造 0.1 － 
RO 膜エレメント以外の原材料製造、 
プラント建設 

2.2 12.4 

使用 50.5 323.5 
廃棄 RO 膜エレメントの廃棄処理 0.15 － 

プラント解体、 
RO 膜エレメント以外の原材料廃棄 

（システム境界外） 

合計            （トン-CO2/造水量 2.6 万 m3） 52.96 335.9 

排出削減効果        （トン-CO2/造水量 2.6 万 m3） ▲282.9  
表２１．海水淡水化プラント材料（RO膜）単位導入量あたりのCO2 排出削減量 57 

 

② 世界全体での導入効果 

海水淡水化プラントは日本国内での導入規模は小さく、導入の大半が海外であることから、

RO 膜に関しては、世界全体での導入効果の評価を行った。 

また 2020 年の導入規模に関する客観的な資料がないため、最も近縁のデータである 2016 年

の導入規模 58の資料データ 59を 2020 年のデータとして用いた。 

・ 2016 年に新たに付加される世界の RO 膜淡水化能力     ：約 870 万 m3/日 

・ RO 膜の寿命あたり淡水化量： 

      870 万 m3/日 × 365 日 × 5 年間 ＝ 158 億 7,750 万 m3 

・ 必要 RO 膜エレメント数：  158 億 7,750 万 m3 ÷ 2.6 万 m3 ＝ 610 千本 

 

・ RO 膜エレメント製造/廃棄段階の CO2 排出量     ：       150 万トン 

・ CO2 排出削減貢献量（2020 年、世界全体）      ： ▲約 1 億 7,000 万トン 

                                                        
57 東レ㈱提供データ 2010 年度推定 
58 出典：Desalination Markets 2010,P54 
59 出典：産業競争力懇談会報告書  

「水処理と水資源の有効活用技術【急拡大する世界水処理市場へのアプローチ】」（2008 年 3 月 18 日） 
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５．結論と提言 

５．１ 評価事例のまとめ 
 今回 c-LCA で評価を行った 9 事例のうち、日本における CO2 排出削減効果の 8 事例を表２２に

示す。 

 

 

 

事例 

化学製品原料

～製造～廃棄

までの CO2排

出量 

（万トン） 

生産量 

 (2020年度） 

正味 CO2 
排出削減  

貢献量 

（万トン） 

寿命 

（年） 
比較材料等 

太陽光発電用材料 129 176 万 kW ▲898 20 電源ミックス 

CFRP 風力発電 0.9 150 基 ▲854 20 電源ミックス 

CFRP 自動車 9.3 15,000 台 ▲7.5 10 鉄製自動車 

CFRP 航空機 17.6 45 機 ▲122 10 アルミ製航空機 

LED 関連材料 9.2 28 百万個 ▲745 10 白熱電球 

建築用断熱材 

（戸建住宅） 
129 367,000 戸 ▲950 30 無断熱 

建築用断熱材 

（集合住宅） 
106 633,000 戸 ▲6,650 60 無断熱 

DC モータ用 

ホール素子・IC 
<<1 

7,460 千台 

（エアコン台数） 
▲640  8 AC モータ 

配管材料（注 1） 74 493,092 トン ▲330 50 ダクタイル鋳鉄管 

       計 475  ▲11,200   

注 1：使用差ではなく、原料～製造～廃棄時の排出量差 

表２２．評価例のまとめ 

 

（世界全体の効果のため参考値） 

海水淡水化 150 610 千本 ▲17,000 5 蒸発法 
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５．２ 結論と提言 
 化学製品は、エネルギー部門（太陽光発電、風力発電、）、民生家庭部門（LED 電球、住宅、エ

アコン、配管）、輸送部門（自動車、航空機）など、様々な分野の完成品において、他の素材、部

材関連の製品と連携して CO2 排出削減の実現に貢献していることが窺える。 

 

 今回の 9 事例のうち海水淡水化を除く 8 事例の合計から、化学製品は製品自体の CO2排出量が

約 475 万トンであることに対して、完成品ベースで約 1.1 億トンの排出削減に貢献するキーマテ

リアルであることが分かる。これは 2007 年における日本全体の CO2 排出量約 13 億トンと比較し

て、約 1/12 相当の削減効果が期待できることになる。 

 なお、排出削減貢献量には、化学製品だけでなく他の原料、部材関連の製品分も含まれるが、

現時点で他製品分を定量化する手段を持ち合わせていないため、排出削減貢献量を構成製品毎に

配分することは行っていない。 

 

 以上のことから化学産業は、原料、部材の供給を通じて産業を支える基盤産業としての位置付

けだけでなく、環境が人類にとって喫緊の課題となった現代において、CO2 排出削減を通じて社

会に貢献する産業であることが明確になってきている。 

 このためグローバルな課題である CO2排出削減を推進するためには、製造時における CO2 排出

削減といった部分最適の議論ではなく、製品のライフサイクルを十分に理解したうえで、全体最

適の視点からの対策が重要であるといえる。今後、化学産業は、製造時の排出削減にとどまらず、

ライフサイクル全体における化学技術・製品の活用による排出削減貢献を目指し、社会全体の CO2

排出削減を推進するものである。 
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「海外への低炭素技術の移転による貢献例」 

＜製造技術＞ －世界最高水準の化学プロセスや省エネ技術を提供－ 

・ 中東、アジア諸国での CO2 を原料とするポリカーボネートの製造技術 

・ インド、中国での最新鋭のテレフタル酸製造設備 

・ 韓国におけるバイオ技術を用いたアクリルアミド製造技術  

・ 中東、アジア、欧米でのイオン交換膜法を用い、電気分解における省電力を達成したか

性ソーダ製造設備 

・ シンガポールにおける世界トップレベルのエネルギー効率のエチレンプラント 

＜素材・製品＞ －使用段階で、従来の素材、方法に比べて CO2を大幅削減可能－ 

・ 逆浸透膜による海水淡水化技術 

・ 多段階曝気槽による排水処理システム  

・ エアコン用 DC モータの制御素子 

＜代替フロン等 3 ガスの無害化＞ －NEDO の支援を受けて開発－ 

・ 排ガス燃焼設備設置による代替フロン等 3 ガスの排出削減 

・ 基準年比で排出原単位を PFCs は 70% 、SF6 は 95%と大幅な削減を達成 

・ 今後は国と連携し、企業が保有する代替フロン排出削減の生産技術と、排ガス燃焼設備

を活用して、海外技術移転による温室効果ガスの排出削減を推進 

 

６．３ 革新的技術の開発  

化学産業は、化石資源を原料、燃料に使用しており、低炭素社会の実現に向けた技術開発は重

要な役割を担っている。このため開発すべき技術課題、障壁について、政府ともロードマップを

共有・連携し、開発を推進する必要がある。また、このような技術開発についても、c-LCA 的な

定量評価を実施することで、それらの環境面での貢献度を示していくことが望まれる。 

 

化学産業の主要な中長期的技術開発を次に示す。 

① 革新的プロセス開発 

・ 廃棄物、副生成物を削減できる革新的プロセスの開発 

・ 革新的ナフサ分解プロセスの開発 

・ 精密分離膜による蒸留分離技術の開発 

・ 高性能多孔性材料による副生ガスの高効率分離・精製プロセスの開発 

② 化石資源を用いない化学品製造プロセスの開発 

・ CO2 を原料として用いた化学品製造プロセスの開発 

・ セルロース系バイオマスエタノールからプロピレンを製造するプロセスの開発 

③ LCA 的に GHG 排出削減に貢献する高機能材の開発 

・ 高効率建築用断熱材 

・ 太陽電池用材料（高効率化合物半導体、有機系太陽電池他） 

・ 次世代自動車 

軽量化材料（エンジニアリングプラスティック等） 

二次電池部材（正極材、負極材、電解液、セパレータ他） 

燃料電池用部材 
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・ 次世代高効率照明（高効率 LED、有機 EL 他） 

・ フラットパネルディスプレイ用材料（有機 EL 他） 

・ 高効率ヒートポンプ用材料（冷媒、蓄熱材）  

・ CO2 分離膜、水素製造、貯蔵技術、他 

④ 「Cool Earth エネルギー革新技術計画」に沿った化学技術の開発と新規部材、材料、製品

の創出 
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７．「c-LCA 報告書」レビュー委員会 

７．１ レビュー委員会の概要 
 2011 年 6 月 2 日 15:00～ 17:00（鉄鋼会館ビル 8 階 805 室）に「ｃ-LCA 報告書」レビュー委

員会を開催した。レビュー委員は、平尾雅彦委員長（東京大学 工学系研究科 化学システム工

学専攻 教授）、稲葉敦委員（工学院大学 環境エネルギー化学科 教授）、松野泰也委員（東京

大学 工学系研究科 マテリアル工学専攻 准教授）、本藤祐樹委員（横浜国立大学 環境情報研

究院 准教授）の 4 名である。調査結果をまとめた資料は予め委員に提示した。本藤祐樹委員に

ついては、当日欠席のため、事前に面談で意見を提出した。 

 なお、レビュー委員は、調査で使用されたデータ取得には関知しておられず、報告書に記載さ

れたデータそのものの完全性、代表性、精度等に関しては、直接の検証を行っていない。従って、

データの時間的有効範囲などについて意見を提示した部分以外については責任を有しない。 

 レビュー委員から指摘を受けた事項については、以下に「レビュー結果の概要」として、項目

毎に整理して記述した。 

 

７．２ 「c-LCA 報告書」に対する識者の意見 
（１）レビュー結果の概要 

 １）正味の排出削減貢献量の算定 

  海水淡水化の事例についてのみ、正味の排出削減貢献量（1 億７,000 万トン）の対象が国内

でなく海外となっており、9 事例の正味の排出削減貢献量の集計値（2 億 8,197 万トン）とは、

別扱いとした方がよい。 

 

 ２）正味の排出削減貢献量における化学製品の貢献度 

本報告書においては、評価対象としている化学製品がない状態を比較対象とすることが基本

であるが、排出削減貢献量は化学製品の貢献だけではなく、評価対象製品のトータルの削減効

果が記載されている事例がある。例えば、炭素繊維の事例の中で自動車と飛行機の事例では、

軽量化（素材の変化）によってもたらされた効果と理解できるが、風力発電の事例における効

果は、素材だけではなく装置全体での削減効果であり、異なる性質のものである。 

  

 ３）比較製品の妥当性 

住宅用断熱材事例における比較対象を断熱を用いない住宅としているが、化学製品ではない

断熱材も存在するため、現実との乖離があり、その妥当性に疑義がある。 

  

 ４）廃棄処理に関する記述 

  プラスチックの評価に関する部分において、廃棄段階で焼却処理を想定しておらず、結果的

にプラスチックを燃焼する際に発生する CO2 排出量相当分が少なく計算されている。このこと

で、化学製品に有利な結果を導いているという疑念を持たれる可能性がある。廃棄段階での CO2 

排出量をどのように評価しているのか明確に記載すべきである。 
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５）CO2 排出削減に対する考え方 

CO2 排出削減効果を評価するための比較対象としての BAU（business-as-usual ）をどう考え

るかという視点でみると、化学製品がないことを想定している本報告書の評価方法は、一般的

に実施されている調査と比べて独自の方法である。 

 

６）2005 年、2020 年の位置づけ 

基準年の 2005 年と評価で想定している 2020 年の位置づけは何か。2005 年は 6 年前で、既に

世の中の状況は変わっている。2005 年時点の評価をするときは、公共電力も 2020 年の計画値

ではなく、2005 年とすべきである。 

 

７）関係者とのコミュニケーション 

原則として、比較に関する調査・公表を行う場合は、比較評価対象となる関係者の全てがレ

ビューに参加することが求められる。今後、本報告書の内容について、当該関係者とのコミュ

ニケーションを図ることが望まれる。 

  

 ８）本報告書の意義について 

色々なステークホルダーに、素材の貢献（化学の貢献）というものを、どのように考えてい

くべきかということに注目してもらうよい機会になると思う。 

  

９）個別事項 

① 太陽光発電 

2005 年と 2020 年の太陽光発電システムの累積導入量の差分をとり、15 年間で割ったとい

う箇所に「CO2 排出削減量の評価が過大とならないために配慮した」ことを追記した方がよ

い。 

② 風力発電 

日本の評価事例なので、3MW クラスの大型風力発電機だけではなく、小型風力発電機の寄

与もあると考える。発電量のばらつきが考えられるので、感度分析を行った方がよいのでは

ないか。一方、本調査は、大きな変動がある将来予測を含む分析なので、個々のパラメータ

の変動について分析を行うことは困難ではないかという意見もあった。 

③ 自動車 

比較対象となっている従来モデルの重量、燃費のデータ、生涯走行距離が、現在の値より

も悪いと思われる。引用データが基準年より古いものではないか、時間的有効性の検討が必

要である。 

④ 配管 

ポリ塩化ビニル製配管とダクタイル鋳鉄製配管は用途によって使い分けられていて、常に

代替可能とはいえないのではないか。用途別使用状況を記載しておいた方がよい。 

⑤ 出典 

   出典の記載内容は、例えば経済産業省ウェブサイトというような簡略な記載でなく、発行

年も含め詳しく記載し、可能な範囲でデータの代表性、時間的有効範囲について記述するこ

とが望ましい。 
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⑥ その他 

・ レビュー資料のエグゼクティブサマリーは、本報告書内（結論部分か冒頭のいずれか）

に取り込んだ方が読者にとって有益である。またエグゼクティブサマリーに書かれてい

る「貢献の内容」に相当する文章を報告書に明記した方がよい。 

・ 「６．３ 革新的技術の開発」の項目については、もう少し丁寧に記述し、かつ内容を

充実してほしい。 

 

（２）レビュー結果に対する検討、対応  

 １）正味の排出削減貢献量の算定（地理的条件） 

  委員の指摘通り、海水淡水化のみ算定対象が海外となっているため、他の国内事例と別扱い

とするとともに、国内での正味の排出削減貢献量に加算しないこととした。 

 

 ２）正味の排出削減貢献量における化学製品の貢献度 

  委員の指摘通り、排出削減貢献量には、化学製品だけでなく他の原料、部材関連の製品分も

含まれるが、現時点で化学製品と非化学製品分を定量的に配分する手法が確立していないため、

本報告書においては、排出削減貢献量について構成製品毎に配分は行わず、その旨を本文に明

記した。 

 

 ３）比較製品の妥当性 

今回は、断熱材の効果の算定に必要な比較製品として、先行文献を鋭意調査した結果、無断

熱住宅以外に適切な比較対象がなく、これを採用した。①無断熱住宅、旧省エネ基準、新省エ

ネ基準、次世代省エネ基準の住宅数と断熱性の差異の把握、②ロックウールあるいはガラスウ

ールといった他素材の断熱材との比較等については、算定方法の改良における今後の課題とし

た。 

 

４）廃棄処理に関する記述 

各事例の廃棄段階における CO2排出量の評価について、以下の如く記述するとともに本文に

加筆した。 

①  太陽電池 

・ 撤去・回収した太陽電池モジュールから分別したアルミフレームと端子ボックス（結線

用ケーブルを含む）は、再生業者によってリサイクル。 

・ その他のモジュールは、産業廃棄物処理とし、その中間処理を経て再生可能な材料は、

リサイクル、そうでないものは埋立処分とした。 

② 風力発電用材料 

 廃棄実績がないため、計算の対象外とした。 

③ 自動車用材料 

 本モデルでは、自動車向け樹脂及び炭素繊維は、粉砕し、射出成形時に添加することによ 

り CFRP として再利用することとした。 

④ 航空機材料 

 廃棄実績がないため、計算の対象外とした。 
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⑤ LED 

 不燃ゴミとして排出され、中間処理後、埋立処分とした。 

⑥ 断熱材（ビーズ法ポリスチレンフォーム） 

    焼却処理とした。 

⑦ ホール素子・IC 

 エアコンは、家庭用であれば家電リサイクル法に定められた方法で処理される。エアコン   

の処理方法は、多岐に渡るため、本報告では計算の対象外とした。 

⑧ 配管材料 

 中間処理後、埋立処分とした。 

⑨ 海水淡水化 

 RO 膜エレメントは産業廃棄物として埋立処分とした。 

 

 ５）CO2排出削減に対する考え方 

評価対象となる製品は、2010 年時点の現状製品・技術をベースとしており、技術開発の進歩

により 2020 年時点で普及する見込みの製品を対象としていない。また、比較対象は、化学製

品がなかった場合に使わざるを得ない製品を対象としている。排出削減貢献量については、こ

れをベースに 2020 年時点での製造予想量を掛けて算出している。 

以上の点については、本報告書に記載済みである。 

 

６）2005 年、2020 年の位置づけ 

2005 年度は中期目標における基準年の意味はあるが、本報告書では 2005 年度との比較は行

っていない。また 2020 年度を評価年とした理由は「3.1 の背景と目的」に追記した。 

 

７）関係者とのコミュニケーション 

   本「c-LCA 報告書」完成後、これを活用し、産学官及び一般市民等、種々のステークホルダ

ーとの対話を通じて、コミュニュケーションを一層深めていく予定。 

 

 ８）個別事項 

 ① 太陽光発電 

2005 年と 2020 年の太陽光発電システムの累積導入量の差分をとり、15 年間で割った数値

を導入量として使用した理由を、「②日本全体の導入効果」に追記した。 

② 風力発電 

今後再生可能エネルギー導入のさらなる促進が予想されるため、小型風力発電機に関する

寄与についても、今後設置計画が明確になった時点で見直しを行う予定。 

③ 自動車 

ベースとなるデータの実績年、出典の発行年度について追記した。 

 ④ 配管 

ポリ塩化ビニル製配管では、一部代替できない用途があることを考慮して、ポリ塩化ビニ

ル製配管の需要予測については、控え目に評価したことを追記した。 
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⑤ 出典 

   年度、報告書名、URL 等について丁寧に記載した。 

⑥ その他 

・ 指摘のとおり、エグゼクティブサマリーの内容については報告書内に取り込んだ。 

・ 「６．３ 革新的技術の開発」欄については、より多くの具体的な開発項目を追加し、

改訂した。 
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排出

完成品ベースで比較した化学製品と比較製品のCO2排出量の差分

c-LCA ( carbon - Life Cycle Analysis ）の概念

原料採取

リサイクル

廃棄

焼却
流通製造

消費

使用

CO2CO2 CO2CO2CO2

原料採取、製造、流通、使用、廃棄の各工程で排出されるCO2を合計した

ライフサイクル全体に注目

８．付録 c-LCA ファクトシート 

「１：Ｘ値」 

本文に示した正味の CO2排出削減貢献量に加え、もう一つの c-LCA の評価方法として、 「１：

Ｘ値（いちたいエックスち）」を採用しているので、付録に加えた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

本指標は、もし化学品がなかった場合に排出する比較製品の原料～製造～廃棄までの排出量に、

化学製品・比較製品の性能差による使用時の排出量差を加え、化学製品自体の排出量で除して算

出する。 

この指標の意味は、化学製品が原料～製造～廃棄の段階において CO2 を 1kg 排出する毎に、Xkg

の CO2排出削減に貢献するという比率を算出している。 
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■風力発電用材料 

No. 項目 内容 

1 製品の概要 【風力発電とは】 

風力発電は、自然エネルギーの一つとして古くから利用されており、地

球温暖化対策につながるクリーンエネルギーとして期待される。風力発

電は、夜間でも発電できることから、稼働率も高く、また変換効率が高

いこともあり、発電にかかるコストも安価なエネルギーである。 

風力発電の発電量向上にはブレードの大型化が必須であるが、ブレード

のタワーへの衝突を防ぐため、ブレードの剛性向上が重要である。その

ため、従来のガラス繊維に対して弾性率が 3 倍以上高い炭素繊維をブレ

ードの桁材に適用した大型ブレードが増えている。今後は風況がよく高

速回転も可能な洋上風力発電が世界的に大きく伸びる予定であり、そこ

では 3MW 以上の大型風車が採用される。さらに 5MW、10MW と大型化

が進んでおり、炭素繊維の重要性がますます拡大する。 

 

【風車のイメージ】60 

 

【風力発電に使用される化学製品】 

・ 炭素繊維 

・ エポキシ樹脂 

 

 

 

                                                        
60 出典：炭素繊維協会 ウェブサイト http://www.carbonfiber.gr.jp/ 



 － 65 － 

2 c-LCA 評価の範囲 

2-1 対象とする

製品システ

ム 

【評価対象】 

・ 製品：風力発電機、使用年数：20 年、出力：定格 3MW（実効 1MW） 

（炭素繊維を桁材の剛性部材に適用したもの） 

【比較対象】 

・ 製品：公共電力（電源ミックス） 

2-2 機能 ・ c-LCA 評価の対象は、一定の電力量を提供する機能とする 

2-3 機能単位と 

基準フロー 

【機能単位】 

・ 風力発電機：3MW クラス１機  

・ 発電量：175,200MWh（風力発電１機の生涯発電量） 

・ 電源ミックス：上記発電量に相当する分量 

2-4 システム境

界 

【対象とするプロセス】 

・ 風力発電については、発電システムの原料・製造・使用・保守（部品

交換）までの排出全てを含む。廃棄については、実績がないため計算

の対象外とした。また、炭素繊維の原料から製造までの CO2 排出量

が考慮されていないため、設備製造時の増加分として加えたが、炭素

繊維に代替される材料（例、ガラス繊維等）の排出量は控除していな

い 

・ 公共電力は、電源ミックスによる発電システム及び燃料生産、燃料輸

送、廃棄物処分用の原料・製造・使用・保守（部品交換）と廃棄まで

の排出全てを含む（2020 年時点の予想値） 

2-5 c-LCA の前

提条件 

・ 化学品の増加分としては、炭素繊維の製造分を考慮 

・ 排出削減効果としては、風力発電と電源ミックスの同じ発電量((2-2）

の機能を同一に有するもの）における比較にもとづいて算定を実施し

た 

3 c-LCA 評価

の結果 

 風力発電 

3MW 

クラス 

電源 

ミックス 

ケース A 

火力発電 

 

ケース B 

3-1 ライフサイ

クル全体に

係わる CO2

排出量 

・ 電力の原単位 （kg-CO2/kWh） 0.005 0.33 0.86 

・ 風力発電 1 機あたり年間発電量

（MWh） 

8,760 － － 

・ 風力発電 1 機の年間発電量に対す

る CO2排出量（千 t-CO2/機/年） 

0.04 2.9 7.5 

・ 風力発電 1 機の生涯発電量に対す

る CO2 排出量（風車ライフ 20 年）

（千 t-CO2/機/年）  

0.8 58 150 
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<ライフサイクルCO2 排出量>61 

<1kwh 当たり> 

 

【ケースＡ】（対 電源ミックス） 

電源ミックス

ＣＦＲＰ適用
風力発電 5 g / kWh

330 g / kWh

出典： VESTAS社報告書 （2006-6）

電源ミックス

ＣＦＲＰ適用
風力発電 5 g / kWh

330 g / kWh

出典： VESTAS社報告書 （2006-6）

 
【ケースＢ】（対 火力発電） 

火力発電

ＣＦＲＰ適用
風力発電 5 g / kWh

860 g / kWh
出典： VESTAS社報告書 （2006-6）

出典： 電力中央研究所報告書 （2000-3）

製作
30g

発電
830g

廃棄
0.2g火力発電

ＣＦＲＰ適用
風力発電 5 g / kWh

860 g / kWh
出典： VESTAS社報告書 （2006-6）

出典： 電力中央研究所報告書 （2000-3）

製作
30g

発電
830g

廃棄
0.2g

 
 

3-2 単位導入量

あ た り の

CO2 排出削

減量 

【ケースＡ】（対 電源ミックス） 

・ CO2 排出削減効果：56,940（t/機・20 年） 

・ CF62使用量  ：3（t/機） 

⇒ CF 1t当たりのCO2 排出削減効果＝19,000（t）63 

 

 

 

 

 

 

 

  

   

・ CO2 排出削減貢献度 

  火力発電に対する評価：【1:X】960 

 

 
                                                        
61 出典：炭素繊維協会 ウェブサイト http://www.carbonfiber.gr.jp/ 
62 CF : Carbon Fiber 
63 出典：炭素繊維協会 ウェブサイト http://www.carbonfiber.gr.jp/ 

20ﾄﾝ

▲19,000 ﾄﾝ

炭素繊維製造時の
CO2 排出量

風力発電による
ライフサイクル
CO2削減効果

▲

CO2

ﾄﾝ

（電源ミックス対比）

20

＜炭素繊維１トン当たり＞

20ﾄﾝ

▲19,000 ﾄﾝ

炭素繊維製造時の
CO2 排出量

風力発電による
ライフサイクル
CO2削減効果

▲

CO2

ﾄﾝ

（電源ミックス対比）

20

＜炭素繊維１トン当たり＞

http://www.carbonfiber.gr.jp/
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【ケースＢ】（対 火力発電） 

・ CO2 削減効果：150,000（t/機・20 年） 

・ CF 使用量   ：3（t/機） 

⇒ CF 1t 当たりの CO2排出削減効果＝50,000（t） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・ CO2 排出削減貢献度 

  火力発電に対する評価：【1:X】2,500 

 

4 導入シナリオによる評価 

4-1 導入予測 【ケース１】（国の導入予想に基づく試算） 

・ 2020 年の日本の年間風車導入量：450（MW）  

・ 2020 年の日本の風車用途 CF 使用量：450（t） 

 

【ケース２】（CF 協会試算値） 

・ CF 協会の 2020 年の日本の年間風車導入量：1,500（MW） 

・ 2020 年の風車用途 CF 使用量 

（国内 PAN 系 CF メーカー3 社が世界で生産し、風車に使用される量） 

世界：30,000（t） 

日本： 1,500（t）（世界の 5%） 

4-2 導入シナリ

オ及び導入

シナリオに

基づく導入

量 

【ケース１】（国の導入予想に基づく試算）64 

・ 2020 年の日本の年間風車導入量：450（MW） 

・ CF 使用量：3（t/機） 

・ 風力発電機：3MW クラス/1 機 

・ 2020 年の日本の CFRP 適用風車数：150（機）  

【ケース２】（CF 協会試算値） 

                                                        
64 出典：経済産業省 ウェブサイト http://www.meti.go.jp/committee/summary/0004629/framework.html 

20ﾄﾝ

▲50,000 ﾄﾝ

炭素繊維製造時の
CO2 排出量

風力発電による
ライフサイクル
CO2削減効果

▲

CO2

ﾄﾝ

（火力発電対比）

20

＜炭素繊維１トン当たり＞

20ﾄﾝ

▲50,000 ﾄﾝ

炭素繊維製造時の
CO2 排出量

風力発電による
ライフサイクル
CO2削減効果

▲

CO2

ﾄﾝ

（火力発電対比）

20

＜炭素繊維１トン当たり＞
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・ 2020 年の使用量は 2007 年実績の 15 倍と推定 65 

・ CF 使用量：3（t/機）。 

・ 風力発電機：3MW クラス/1 機   

・ 2020 年の CFRP 適用風車数 

  世界：10,000 （機） 

  日本：   500 （機） 

 

4-3 導入シナリ

オに基づく

CO2 排出削

減量 

【ケース１Ａ】（国の導入予想に基づく試算／対 電源ミックス） 

・ CF 1t 当たりの CO2削減効果が 19,000（t/20 年） 

・ 2020 年の日本の CO2削減量：854（万 t-CO2/20 年）  

 

【ケース２Ｂ】（炭素繊維協会試算値／対 火力発電） 

・ CF 1t 当たりの CO2排出削減効果が 50,000（t/20 年） 

・ 2020 年の CO2 排出削減量 

 世界：150,000（万 t-CO2/20 年） 

 日本：  7,500（万 t-CO2/20 年） 

4-4 上記CO2排

出削減量に

関する留意

点 

【ケース１】（国の導入予想に基づく試算） 

・ CF 製造時の CO2 排出量 

   日本向け：0.9（万 t-CO2）  

 

【ケース２】（炭素繊維協会試算値） 

・ CF 製造時の CO2 排出量 

 世界向け：60（万 t-CO2） 

 日本向け： 3（万 t-CO2） 

4-5 その他特記

事項 

・ 特になし 

 

                                                        
65 出典：炭素繊維協会 ウェブサイト http://www.carbonfiber.gr.jp/ 
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■自動車用材料（炭素繊維） 

No. 項目 内容 

1 製品の概要 【自動車用炭素繊維とは】 

自動車用材料としての炭素繊維は、様々な箇所に使用されている。炭素繊

維を用いることにより、従来と同じ強度・安全性を保ちつつ、自動車の軽

量化が可能となる。自動車の軽量化はそのまま燃費向上へとつながり、運

輸部門の CO2 排出量削減に貢献する。 

本報告では、炭素繊維を導入した場合の、従来自動車からの燃費削減によ

るCO2排出削減量の評価を行う 66。 

 

【普通自動車の従来モデルとＣＦＲＰモデル】67 

 

   

 

 

【使用される化学製品】 

・ 炭素繊維 

・ エポキシ樹脂 

2 c-LCA 評価の範囲 

2-1 対象とする

製品システ

ム 

【評価対象】 

・ 普通自動車の CFRP モデル 

  CFRP 利用車：CFRP17%適用、30%軽量化（従来車対比) 

  車両重量   ：970 （kg） 

･･･CFRP17％（174kg)適用による全体重量 30％（410kg)減 

生涯走行距離：9.4 万 （km） （平均使用年数 10 年) 

                                                        
66 出典：炭素繊維協会 ウェブサイト http://www.carbonfiber.gr.jp/ 
67 出典：炭素繊維協会 ウェブサイト http://www.carbonfiber.gr.jp/ 

ｽﾁｰﾙ 969kg ｽﾁｰﾙ 385kg 
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実走行燃費  ：12.40 （km/l）68 

【比較対象】 

・ 普通自動車の従来モデル 

車両重量    ：1,380 （kg） 

生涯走行距離：9.4 万 （km）69 （平均使用年数 10 年) 

実走行燃費  ：9.83 （km/l） 

2-2 機能 ・ c-LCA 評価の対象は、普通自動車の平均重量モデルの生涯走行距離、

機能を実現するものとする 

2-3 機能単位と 

基準フロー 

【機能単位】 

・ 普通自動車の CFRP モデル：1 台 （平均使用年数 10 年) 

・ 普通自動車の  従来モデル：1 台 （平均使用年数 10 年) 

・ 生涯走行距離            ：9.4 万 km （平均使用年数 10 年)  

2-4 システム境

界 

【対象とするプロセス】 

・ 原材料から製造に係わるプロセス 

・ 製品の組み立てに係わるプロセス 

・ 製品の使用に係わるプロセス 

・ 製品の廃棄に係わるプロセス 

【省略するプロセス】 

・ 製品の輸送に係わるプロセス 

2-5 c-LCA の前

提条件 

・ 対象とする製品の使用時における c-LCA の評価は、（2-2）の機能を同

一に有するものとし、比較のために追加及び省略する機能はないと仮

定した 

3 c-LCA 評価

の結果 

対象プロセス CFRP 

自動車 

従来 

自動車 

3-1 原料から材

料に係わる

CO2 排出量 

原料から材料に係わる CO2 排出量（t-CO2/台） 5.1 3.9 

3-2 

 

組立に係わ

る CO2 排出

量 

組立に係る CO2排出量 （t-CO2/台） 

・ 重量比で低減と仮定 
0.8 

 

1.2 

 

3-3 

 

 

 

 

 

 

使用に係わ

る CO2 排出

量 

 

使用時のガソリンの燃焼に係わるプロセス 

車両重量 （kg/台） 970 1,380 

実走行燃費 （km/l・ガソリン） 12.40 9.83 

生涯走行距離 9.4 万 (km)のガソリン量（l/台） 7,580 9,560 

ガソリン燃焼の原単位 （kg-CO2/l） 2.72 2.72 

使用に係わる CO2 排出量 （t-CO2/台・10 年） 20.6 26.0 

                                                        
68 出典：炭素繊維協会 ウェブサイト http://www.carbonfiber.gr.jp/ 
69 出典：炭素繊維協会 ウェブサイト http://www.carbonfiber.gr.jp/ 
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3-4 廃棄に係わ

る CO2 排出

量 

廃棄に係わる CO2 排出量 （t-CO2/台） 

・ 鉄、非鉄は 90%以上リサイクル 

・ CFRP 部材はミルド CF として 100%リサ

イクル（他用途向け） 

0.3 

 

0.3 

 

3-5 

 

ライフサイ

クル全体に

係わる CO2

排出量 

ライフサイクル全体に係わる CO2 排出量 

（t-CO2/台・10 年）（3-1～3-4 の合計） 
26.8 31.4 

   

3-6 単位導入量

あ た り の

CO2 排出削

減量 

・ CO2 排出削減効果：5（t/台・10 年） 

・ CF 使用量  ：0.1（t/台） 

⇒ CF1t当たりのCO2排出削減効果＝50（t）70 

20ﾄﾝ

▲50ﾄﾝ

炭素繊維製造時の
CO2排出量

ライフサイクル
CO2削減効果

（製造時含む）

＜炭素繊維１ﾄﾝ当たり＞

20ﾄﾝ

▲50ﾄﾝ

20ﾄﾝ

▲50ﾄﾝ

炭素繊維製造時の
CO2排出量

ライフサイクル
CO2削減効果

（製造時含む）

＜炭素繊維１ﾄﾝ当たり＞

 

 

・ CO2 排出削減貢献度 

  鉄製従来自動車に対する評価：【1:X】2.5 

4 感度分析 

4-1 導入予測 ・ 2020 年の自動車用途CF使用量 71 

（国内 PAN 系 CF メーカー3 社が世界で生産し、自動車に使用される量） 

世界：30,000（t） 

日本： 1,500（t）（世界の 5%） 

4-2 導入シナリ

オ及び 

導入シナリ

オに基づく

導入量 

・ 2020 年の使用量は 2007 年実績の 15 倍と推定 

・ CF 使用量：0.1（t/台） 

・ 2020 年の CFRP 適用自動車数 

   世界：30 万（台） 

  日本：1.5 万（台） 

4-3 導入シナリ

オに基づく

CO2 排出削

減量 

・ CO2 排出削減効果：5（t/台・10 年） 

・ 2020 年の CO2 排出削減量 

 世界：150 万（t-CO2/10 年） 

 日本：7.5 万（t-CO2/10 年） 

4-4 上記 CO2 排 ・ 原材料～組立~廃棄までの CO2排出量（6.2 t-CO2/台から算出） 

                                                        
70 出典：炭素繊維協会 ウェブサイト http://www.carbonfiber.gr.jp/ 
71 出典：炭素繊維協会 ウェブサイト http://www.carbonfiber.gr.jp/ 
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出削減量に

関する留意

点 

 世界向け：186 万（t-CO2）    

 日本向け：9.3 万（t-CO2）    

4-5 その他特記

事項 

・ 自動車向け樹脂及び炭素繊維は、粉砕し、射出成形時に添加すること

により CFRP として再利用するベースで計算している 
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■航空機用材料（炭素繊維） 

No. 項目 内容 

1 製品の概要 【航空機用炭素繊維とは】 

航空機用材料としての炭素繊維は、航空機の様々な箇所に使用されてい

る。炭素繊維を用いることにより、従来と同じ強度・安全性を保ちつつ、

航空機の軽量化が可能となる。自動車と同様に航空機の軽量化はそのまま

燃費向上へとつながるため、運輸部門のCO2 排出量削減に貢献する。本報

告では、炭素繊維を導入した場合の、従来航空機からの燃費削減による

CO2 排出削減量の評価を行う 72。 

 

【航空機の仕様】 

 

 

 

 

【使用される化学製品】 

・ 炭素繊維 

・ エポキシ樹脂 

2 c-LCA 評価の範囲 

2-1 対象とする

製品システ

ム 

【評価対象】73 

・ 機体：ボーイング 767 の機体でボーイング 787 と同等の素材構成構造

とし、機体構造 74の 50%にCFRPを適用し 20%軽量化した 

機体総重量としては、9%の軽量化に相当する。運行：国内線（羽田－

                                                        
72 出典：炭素繊維協会 ウェブサイト http://www.carbonfiber.gr.jp/ 
73 出典：炭素繊維協会 ウェブサイト http://www.carbonfiber.gr.jp/ 
74 航空機の重量は機体構造、内装品等、燃料、人・貨物から構成される 

ボーイング７６７において、ボーイング７８７と同じ素材構成のモデル

 

http://www.carbonfiber.gr.jp/
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千歳：500 マイル）。生涯運行距離：2000 便/年、10 年 

【比較対象】 

・ 製品：ボーイング 767、座席数 280 席、機体構造の 3%に CFRP 適用。

運行：国内線（羽田－千歳：500 マイル）。生涯運行距離：2000 便/年、

10 年 

2-2 機能 ・ c-LCA 評価の対象は、ボーイング 767 と同一の期間旅客運搬サービス

を提供する機能を実現するものとする 

2-3 機能単位と 

基準フロー 

【機能単位】 

・ ボーイング 787 同等素材構成モデル機：1 機（平均使用年数 10 年） 

・ ボーイング 767：1 機（平均使用年数 10 年） 

2-4 システム境

界 

【対象とするプロセス】 

・ 原料採掘～製品の製造に係わるプロセス 

・ 製品の組立に係わるプロセス 

・ 製品の使用に係わるプロセス 

・ 製品の廃棄に係わるプロセス（但し、廃棄についてはデータがないた

めカウントしていない） 

【省略するプロセス】 

・ 製品の輸送に係わるプロセス 

・ 資本財の製造に係わるプロセス 

2-5 c-LCA の前

提条件 

・ 対象とする製品の使用時における c-LCA の評価は、（2-2）の機能を同

一に有するものとし、比較のために追加及び省略する機能はないと仮

定した 

3 c-LCA 評価

の結果 

対象プロセス CFRP 

航空機 

従来 

航空機 

3-1 原料・材料～

製造に係わ

る CO2 排出

量 

原材料～製造に係わる CO2 排出量（kt-CO2/機） 0.9 0.7 

3-2 組立に係わ

る CO2 排出

量 

組立に係わる CO2排出量 （kt-CO2/機） 

・ 重量比で低減と仮定 

3.0 3.8 

3-3 使用に係わ

る CO2 排出

量 

使用時の燃料消費に係わるプロセス   

機体重量 （t/機） 48 60 

実飛行燃費 （km/kl） 110 103 

生涯飛行でのジェット燃料使用量 （kl/機） 145,500 155,300 

ジェット燃焼の原単位 （kg-CO2/l） 2.5 2.5 

使用に係る CO2排出量 （kt-CO2/機・10 年） 364 390 

3-4 廃棄に係わ

る CO2 排出

廃棄に係る CO2排出量 （kt-CO2/機） No data No data 
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量 

3-5 ライフサイ

クル全体に

係 わ る CO2

排出量 75 

ライフサイクル全体に係わる CO2 排出量 

（kt-CO2/機・10 年）（3-1～3-3 の合計） 
368 395 

従来
航空機

CFRP
航空機

削減効果: 27,000ﾄﾝ（7%）

CO2 [ﾄﾝ／(機・10年)]

364,000 t

390,000 t

＊廃棄 = 0 t
素材製造：900 t
組立：3,000 t

素材製造：700 t
組立：3,800 t

合計：368,000 t

素材製造 組立 運航 廃棄

合計：395,000 t

＜ライフサイクルCO2排出量＞

従来
航空機

CFRP
航空機

削減効果: 27,000ﾄﾝ（7%）

CO2 [ﾄﾝ／(機・10年)]

364,000 t

390,000 t

＊廃棄 = 0 t
素材製造：900 t
組立：3,000 t

素材製造：700 t
組立：3,800 t

合計：368,000 t

素材製造 組立 運航 廃棄

合計：395,000 t

＜ライフサイクルCO2排出量＞

 
 

3-6 単位導入量

あたりのCO2

排 出 削 減

量 76 

・ CO2 排出削減効果：27,000 （t/機・10 年） 

・ CF 使用量：20 （t/機）  

⇒ CF1t 当たりの CO2 排出削減効果＝1,400（t） 

20ﾄﾝ

▲1400ﾄﾝ

炭素繊維製造時の
CO2排出量

ライフサイクル
CO2削減効果

（製造時含む）

＜炭素繊維１ﾄﾝ当たり＞

20ﾄﾝ

▲1400ﾄﾝ

炭素繊維製造時の
CO2排出量

ライフサイクル
CO2削減効果

（製造時含む）

＜炭素繊維１ﾄﾝ当たり＞

 
 

・ CO2 排出削減貢献度 

アルミ製従来航空機に対する評価：【1:X】70 

 

 

4 導入シナリオによる評価 

4-1 導入予測 ・ 2020 年の航空機用途CF使用量 77 

（国内 PAN 系 CF メーカー3 社が世界で生産し、航空機に使用される量） 

 世界：18,000（t） 

 日本：  900（t）（世界の 5%） 

                                                        
75 出典：炭素繊維協会 ウェブサイト http://www.carbonfiber.gr.jp/ 
76 出典：炭素繊維協会 ウェブサイト http://www.carbonfiber.gr.jp/ 
77 炭素繊維協会推定 
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4-2 導入シナリ

オ及び導入

シナリオに

基づく導入

量 

・ 2020 年の使用量は 2007 年実績の 5 倍と推定 

・ CF 使用量：20（t/機） 

・ 2020 年の CFRP 適用航空機数 

   世界：900（機） 

   日本： 45（機） 

4-3 導入シナリ

オに基づく

CO2 排出削

減量 

・ CO2 削減効果：27,000 （t/機・10 年） 

・ 2020 年の CO2 排出削減量 

 世界：2,430 万 （t-CO2/10 年） 

 日本：  122 万 （t-CO2/10 年） 

4-4 上記 CO2 排

出削減量に

関する留意

点 

・ 原材料～組立までの CO2排出量（3.9 t-CO2/機から算出） 

 世界向け：351 万 （t-CO2） 

 日本向け：17.6 万 （t-CO2） 

4-5 その他特記

事項 

・ 特になし 
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■ＬＥＤ関連材料 

No. 項目 内容 

1 製品の概要 【LED とは】 

LED（Light Emitting Diode）とは、電流を流すと発光する「発光ダイオー

ド」のことであり、化合物半導体から作製される半導体素子の一つである。

従来の主流だった白熱灯や蛍光灯と異なり、発熱せずに発光するため、高

効率照明として期待されている。 

 

【LED の構成】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【LED で使用される化学製品例】 

・ LED パッケージ 

・ LED チップ 

・ LED 基板（GaAs、GaP、GaN、SiC、サファイア） 

・ MO-CVD 用有機金属 

・ LED 封止材（エポキシ、シリコーン） 

・ LED 用樹脂パッケージ（リフレクタ樹脂：ポリアミド系、シリコーン、

液晶ポリマー） 

・ LED 用セラミックスパッケージ 

・ 蛍光体 

・ 高放熱性基板 

・ 高反射率フィルム、照度向上塗料など 
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2 c-LCA 評価の範囲 

2-1 対象とする製

品システム 

【評価対象】 

・ 製品：LED電球、寿命 78：25,000 （時間/個）、消費電力：8 （W/個） 

【比較対象】 

・ 製品：白熱電球、寿命 78：1,000 （時間/個）、消費電力：40 （W/個） 

2-2 機能 ・ c-LCA 評価の対象は、同一の期間に同一の明るさを提供する 

2-3 機能単位と 

基準フロー 

【機能単位】 

・ 寿命：25,000 （時間） 

【基準フロー】 

・ LED 電球： 1 個 

・ 白熱電球：25 個 

2-4 システム境界 【対象とするプロセス】 

・ 原料の採掘・輸送～製品の製造に係わるプロセス 

・ 製品の使用に係わるプロセス 

・ 製品の廃棄に係わるプロセス 

2-5 c-LCA の前提

条件 

・ 対象とする製品の使用時における c-LCA の評価は、（2-2）の機能を

同一に有するものとした 

3 c-LCA 評価の

結果 

対象プロセス LED 電球 白熱電球 

3-1 原料の採取～

製造に係わる

CO2 排出量 

① 原料の採取～製造時   

製造時の消費電力 （kWh/個） 9.9 0.612 

製造個数 （個） 1 25 

電力の原単位 79 （kg-CO2/kWh） 0.33 0.33 

原料の採取～製造に係わる CO2 排出量 

（kg-CO2） 
3.27 5 

3-2 使用に係わる 

CO2 排出量 

② 使用時   

使用時の消費電力（25,000 時間） （kWh） 200 1,000 

電力の原単位 79 （kg-CO2/kWh） 0.33 0.33 

使用に係わる CO2排出量 （kg-CO2） 66 330 

3-3 廃棄に係わる 

CO2 排出量 

③ 埋立   

埋立個数 （個） 1 25 

埋立の原単位 （kg-CO2/個） 0.002 0.009 

廃棄に係わる CO2排出量 （kg-CO2） 0.002 0.225 

3-4 ライフサイク

ル全体に係わ

ライフサイクル全体に係わる CO2 排出量 

（kg-CO2/25,000 時間）（①～③の合計） 
69.272 335.225 

                                                        
78 出典：OSRAM“Life Cycle Assessment of Illuminants:A Comparison of Light Bulbs, 
     Compact Fluorescent Lamps and LED Lamps” (2009 年 12 月) 
79 2020 年度の電力排出係数（受電端）：電気事業連合会目標値 
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る CO2排出量 

0 100 200 300 400

白熱電球

LED電球

ライフサイクル全体に係るCO2排出量[kg-CO2]

製造 使用 廃棄

 
3-5 単位導入量あ

たりの CO2 排

出削減量 

【前提条件】 

・ ある年に生産された LED 電球が、ライフエンドまで点灯し続けるこ

とによる代替の白熱電球との比較により CO2排出削減量を求めた 

・ 生涯点灯時間は 25,000 （時間）として評価する 

【評価結果】 

・ 266 （kg-CO2/個） 

3-6 CO2 排出削減

貢献度 

・ 82 ［1:X］ 

4 導入シナリオによる評価 

4-1 国等の導入目

標 

【エネルギー基本計画】 

・ 高効率照明（LED 等）を 2020 年にフローで 100 %、2030 年にストッ

クで 100 % 

4-2 導入シナリオ

に基づく導入

量 80 

・ 将来の年間の販売予測を導入シナリオとする 

・ LED 電球の年間の販売量（千個）：28,000（2020 年、国内） 

4-3 導入シナリオ

に基づく CO2

排出削減量 

【算出方法】 

・ （3-5）×（4-2） 

【導入シナリオに基づく CO2 排出削減量】 

・ 745 （万 t-CO2） 

4-4 上記 CO2 排出

削減量に関す

る留意点 

・ 特になし 

4-5 その他特記事

項 

・ 特になし 

 

                                                        
80 出典：富士キメラ総研「LED 関連市場総調査（上巻）」（2010 年） 
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■住宅用断熱材 

No. 項目 内容 

1 製品の概要 【住宅用断熱材の役割】81 

住宅において消費されるエネルギーのうち、割合が大きいエネルギーに

冷暖房（特に暖房）が挙げられる。 

冷暖房による消費エネルギーを無駄にしないためには、住まいの断熱性

と気密性を高める必要がある。これは、冷暖房によって室内を快適な温

度にしても、室外との温度差があると、住宅の壁や天井、屋根、床、窓

や出入口などから熱が流出・流入する。、断熱材を用いて室内を包むよう

にすき間なく覆えば、住まいの断熱性を高めることができる。 

 

 
【住宅用断熱材として使用される化学製品例】 

・ 押出発泡ポリスチレンフォーム 

・ ビーズ法ポリスチレンフォーム 

・ 硬質ウレタンフォーム、ウレタン樹脂、酸化プロピレン 

・ 高発泡ポリスチレンフォーム 

・ フェノールフォーム ・ 塩ビサッシ、塩ビ樹脂 

・ 遮熱塗料、遮熱シート、遮熱フィルム、高断熱カーテン、不織布 

・ アルミナ繊維 

 

【ビーズ法ポリスチレンフォームとは】82 

ビーズ法ポリスチレンフォームは「Expanded Poly-Styrene」の頭文字をと

って「EPS」と呼ばれており、ドイツで開発された代表的な発泡プラス

チック系の断熱材である。 

ビーズ法ポリスチレンフォームの製造方法は、ポリスチレン樹脂と炭化

水素系の発泡剤からなる原料ビーズを予備発泡させた後に、金型に充填

し加熱することによって約 30 倍から 80 倍に発泡させるというものであ

り、金型形状を変えることで様々な形状の製品を作ることができる。 

                                                        
81 出典：住宅生産団体連合会ウェブサイト内「省エネ住宅 web 省エネ住宅すすめよう」 

 http://eco.judanren.or.jp/learning/103.html 
82 出典：発泡スチロール協会・EPS 建材推進部ウェブサイト内「EPS 建材の概要」 

 http://www.epskenzai.gr.jp/what/what01.html 
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2 c-LCA 評価の範囲 

2-1 対象とする製

品システム 

【評価対象】83 

・ 製品：戸建住宅（単一素材で断熱）、寿命：30 年 

・ 製品：集合住宅（単一素材で断熱）、寿命：60 年 

【比較対象】 

・ 製品：戸建住宅（断熱材なし）、寿命：30 年 

・ 製品：集合住宅（断熱材なし）、寿命：60 年 

2-2 機能 ・ c-LCA 評価の対象：2020 年に建設が予想される新築住宅 

2-3 機能単位と 

基準フロー 

【機能単位】 

・ 寿命：30 年（戸建住宅）、60 年（集合住宅） 

【基準フロー】 

・ 戸建住宅： 36 万 7 千戸（評価対象、比較対象共通） 

・ 集合住宅： 63 万 3 千戸（評価対象、比較対象共通） 

・ 合計  ：100 万戸 

2-4 システム境界 【対象とするプロセス】 

・ 断熱材の原料、製造、廃棄に係わるプロセス 

・ 住宅の使用に係わるプロセス 

【省略するプロセス】 

・ 住宅の製造及び廃棄に係わるプロセス 

・ 使用時に使用される空調以外のエネルギー消費量（例、ガスコンロ

等） 

2-5 c-LCA の前提

条件 

・ 対象とする製品の使用時における c-LCA の評価は、（2-2）の機能を

同一に有する 

3 c-LCA 評価の

結果 

（戸建住宅） 

対象 

プロセス 札幌 盛岡 仙台 東京 鹿児島 平均 

3-1 製造段階での CO2 排出量 
（kg-CO2/戸） 2,295 1,687 1,520 1,520 1,520 1,709 

3-2 使用段階での CO2 削減量 
（kg-CO2/戸） -49,443 -40,564 -28,613 -16,642 -12,140 -29,480 

3-3 廃棄段階での CO2 排出量 
（kg-CO2/戸） 2,412 1,773 1,598 1,598 1,598 1,796 

3-4 正味 CO2排出削減量 
（kg-CO2/戸） -44,736 -37,104 -25,495 -15,122 -9,022 -25,975 

        

4 c-LCA 評価の

結果 

（集合住宅） 

対象 

プロセス 札幌 盛岡 仙台 東京 鹿児島 平均 

4-1 製造段階での CO2 排出量 
（kg-CO2/戸） 

1,145 855 714 687 687 818 

                                                        
83 出典：発泡スチロール再資源化協会「EPS 製品の環境負荷（LCI）分析調査報告書」（2007 年 4 月） 
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4-2 使用段階での CO2 削減量 
（kg-CO2/戸） 

-173,405 -146,661 -100,622 -65,361 -45,861 -106,382 

4-3 廃棄段階での CO2 排出量 
（kg-CO2/戸） 

1,204 899 751 722 722 859 

4-4 正味 CO2排出削減量 
（kg-CO2/戸） 

-171,056 -144,908 -99,157 -63,952 -44,452 -104,705 

5 導入シナリオによる評価 

5-1 国等の導入目

標 

【エネルギー基本計画】 

・ ZEB・ZEH（ネット・ゼロエネ・ビル・ハウス）を 2030 年までに新

築平均で実現 

5-2 導入シナリオ

に基づく導入

量 

【戸建住宅】 

・ 導入戸数：36 万 7 千戸 

【集合住宅】 

・ 導入戸数：63 万 3 千戸 

5-3 導入シナリオ

に基づく CO2

排出削減量 

【戸建住宅】 

・ 正味排出削減量：計 950 万 t-CO2 

・ 排出削減貢献度［1：X］：7.4 

【集合住宅】 

・ 正味排出削減量：計 6,650 万 t-CO2 

・ 排出削減貢献度［1：X］：62.4 

5-4 上記 CO2 排出

削減量に関す

る留意点 

・ 地域毎の導入戸数については情報がないため、ここでは全ての地域

の単純平均値を日本全体の導入戸数に乗じている。より詳細な地域

別導入戸数の考え方が必要 

5-5 その他特記事

項 

・ 特になし 

 



 － 83 － 

■ホール素子、ホール IC 

No. 項目 内容 

1 製品の概要 【DC ブラシレスモータとは】 

DC ブラシレスモータとは、整流子がない直流のモータである。AC モー

タ（誘導モータ）と比較して、効率の高さ（省電力化）という特長を有

している。従来は、エアコンの室内機及び室外機 FAN 用にはエネルギー

効率が悪い AC モータが使用されていたが、エアコン省エネ規制の厳し

い日本においては、現在 DC ブラシレスモータが使用されている。 

DC ブラシレスモータでは、その極性を変化させる方法として、ホール

IC によりロータの位置を検出し、その信号を制御回路にフィードバック

することにより駆動電力の極性を変化させている。 

 

【ホール IC の外観】 

 

 

2 c-LCA 評価の範囲 

2-1 対象 とする

製品 システ

ム 

【評価対象】 

・ 製品：DC ブラシレスモータ、効率：80 （%）、寿命：8 年 

【比較対象】 

・ 製品：AC モータ、効率：40 （%）、寿命：8 年 

2-2 機能 ・ c-LCA 評価の対象は、同一の期間に同一のモータ出力を提供する機能

を実現するものとする 

2-3 機能単位と 

基準フロー 

【機能単位】 

・ エアコンの室外機のモータ出力：70 （W / 台・エアコン） 

・ エアコンの室内機のモータ出力：60 （W / 台・エアコン） 

・ 寿命：8 年、年間運転時間：2,000 時間 

【基準フロー】 

・ DC ブラシレスモータと AC モータの機能は同一であるため、エアコ

ン１台に搭載されるそれぞれのモータ数は同一である 
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2-4 シス テム境

界 

【対象とするプロセス】 

・ ホール素子・IC 製品の製造及び使用に係わるプロセスのみとした 

【省略するプロセス】 

・ 完成品であるエアコン製品の原料・材料、輸送、製造、廃棄・リサイ

クル 

・ 資本財の製造に係わるプロセス 

2-5 c-LCA の前提

条件 

・ エアコン 1 台に搭載されるモータにて c-LCA を評価する 

・ 対象とする製品の使用時における c-LCA の評価は、（2-2）の機能を同

一に有するものとし、比較のために追加及び省略する機能はないと仮

定した 

・ DC ブラシレスモータの構成は、AC モータにホール IC（ホール素子

とアンプを内蔵した IC）が組み込まれた構成と想定する（DC ブラシ

レスモータの製造時の CO2 排出量は、AC モータの製造時の CO2 排出

量にホール素子及びホール IC の製造に係わる CO2 排出量が加算され

たものと想定する） 

・ そのため、評価対象及び比較対象におけるモータの製造に係わる CO2

排出量は算定の対象外とする 

3 c-LCA 評価の

結果 

対象プロセス DC ブラシレス

モータ 

AC モータ 

3-1 原料・材料に

係わるCO2排

出量 

 

対象外 

 

－ 

 

－ 

3-2 製造 に係わ

るCO2排出量 

①  製造   

ホール素子の製造に係わる CO2 排出

量（kg-CO2 / 台） 
<<1 － 

ホール IC の製造に係わる CO2排出量 

（kg-CO2 / 台） 
<<1 － 

製造に係わる CO2排出量  

（kg-CO2 / 台） 
<<1 － 

3-3 使用 に係わ

るCO2排出量 

② 使用時   

年間の消費電力量（2,000 時間） 

（kWh / 年 / 台） 
325 650 

稼動年数 （年） 8 8 

稼動年数の総電力量 （kWh / 台） 2,600 5,200 

電力の原単位 （kg-CO2/kWh） 0.33 0.33 

使用に係わる CO2排出量  

（kg-CO2 / 台） 
858 1,716 

3-4 廃棄 に係わ

るCO2排出量 
対象外 － － 
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3-5 ライ フサイ

クル 全体に

係わるCO2排

出量 

ライフサイクル全体に係る CO2 排出

量 （kg-CO2 / 台）（①～②の合計） 
858 1,716 

0 500 1,000 1,500 2,000

A
C

モ
ー

タ
D

C
ﾌﾞﾗｼ

ﾚｽ
ﾓ

ｰ
ﾀ

ライフサイクル全体に係るCO2排出量 [kg-CO2/台・エアコン]

製造 使用

 

3-6 単位 導入量

あたりの CO2

排出削減量 

【前提条件】 

・ ある年に生産された DC ブラシレスモータを搭載するエアコンが、ラ

イフサイクルのエンドまでの将来にわたって稼動し続けることによ

るACモータを搭載するエアコンの代替によるCO2排出排削減量を求

めることとする 

・ 生涯稼働時間は 16,000 （時間）として評価する 

【評価結果】 

・ 858 （kg-CO2/台・エアコン） 

3-7 CO2 排出削減

貢献度 

・ 約 6,000 ［1:X］ 

4 導入シナリオに評価 

4-1 導入予測 84 ・ 2020 年の世界エアコン需要台数：100,832（千台） 

4-2 導入 シナリ

オに 基づく

導入量 

・ 2020 年の日本国内における販売台数は、2010 年から横這いと予測し、

2010 年の地域別需要予測値を用いる 

・ エアコンの年間販売台数（千台）：7,460（2020 年、国内） 

4-3 導入 シナリ

オに 基づく

CO2 削減量 

【算出方法】 

・ （3-6）×（4-2） 

【導入シナリオに基づく CO2 排出削減量】 

・ 640 （万 t-CO2/年） 

4-4 上記CO2排出

削減量に関

する留意点 

・ 特になし 

4-5 その 他特記

事項 

・ 特になし 

                                                        
84 出典：富士キメラ総研「2009 ワールドワイドエレクトロニクス市場総調査  

～AV、家電、情報・通信機器、電子ユニットの市場分析と今後の動向～」（2009 年） 
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2-4 システム境

界 

【対象とするプロセス】 

・ 原料・材料に係わるプロセス（資源採掘～素材製造） 

・ 製品の製造に係わるプロセス（管としての加工） 

・ 製品の廃棄に係わるプロセス（埋立） 

【省略するプロセス】 

・ 製品の輸送に係わるプロセス 

・ 製品の使用に係わるプロセス 

・ 資本財の製造に係わるプロセス 

2-5 c-LCA の前

提条件 

・ 150mm 口径の水道管 1m あたり 重量比をも と に、 ダク タ イ ル鋳鉄管の

重量補正の係数を 3.55 倍と し て設定 

・ 想定寿命の差異により 、ダク タ イ ル鋳鉄管の寿命補正の係数を 0.90 倍

と し て設定する  

・ 同一口径・ 延長における単位重量の補正及び想定寿命による補正を行

っ て、 ポリ 塩化ビニル管 1kg のラ イ フ サイ ク ル CO2 排出量をダク タ イ

ル鋳鉄管 3.95kg のラ イ フ サイ ク ル CO2 排出量と 比較する  

3 c-LCA 評価

の結果 

対象プロセス 塩化 

ビニル管 

ダクタイル

鋳鉄管 

3-1 原料・材料に

係わる CO2

排出量 

① 材料調達に係わるプロセス（原料採掘～素材製造） 

単位重量（kg） 1 3.95 

原材料調達までの原単位（kg-CO2/kg） 1.4 0.146 

原材料調達に係わる CO2排出量（kg-CO2/kg） 1.4 0.577 

3-2 製品の生産

に 係 わ る

CO2 排出量 

② 製品の生産に係わるプロセス（加工） 

単位重量（kg） 1 3.95 

加工の原単位（kg-CO2/kg） 0.1 1.925 

生産に係わる CO2 排出量（kg-CO2/kg） 0.1 7.60 

3-3 製品の使用

に 係 わ る

CO2 排出量 

 

対象外 － － 

3-4 廃棄に係わ

る CO2 排出

量 

③ 製品の廃棄に係わるプロセス（埋立） 

単位重量（kg） 1 3.95 

埋立の原単位（kg-CO2/kg） 0.018 0.018 

廃棄に係わる CO2 排出量（kg-CO2/kg） 0.018 0.071 

3-5 ライフサイ

クル全体に

係わる CO2

排出量 

ライフサイクル全体に係わる CO2 排出量 

（kg-CO2 / kg）（①～③の合計） 
1.5 8.2 

3-6 単位導入量

あ た り の

CO2 排出削

【前提条件】 

・ 生産されたポリ塩化ビニル管 1kg が、ダクタイル鋳鉄管を代替するこ

とによるライフサイクル全体の CO2排出排削減量を求める 
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減量 【評価結果】 

・ 6.7（kg-CO2/kg） 

3-7 CO2 排出削

減貢献度 

・ 4.5 ［1:X］ 

4 導入シナリオによる評価 

4-1 導入予測 ・ 2020 年のポリ塩化ビニル管・継手の生産量：493,092（t） 

4-2 導入シナリ

オに基づく

導入量 

・ 2020 年の日本国内における生産量を 2005 年度実績と同等と仮定 

4-3 導入シナリ

オに基づく

CO2 排出削

減量 

【算出方法】 

・ （3-6）×（4-1） 

【導入シナリオに基づく CO2 排出削減量】 

・ 330 （万 t-CO2/年） 

4-4 上記 CO2 削

減量に関す

る留意点 

・ 近年、 国内人口の減少や住宅着工数の伸び悩み等を背景に配管材料の

需要は減少傾向にあり 、 今後の動向を見守る必要がある  

4-5 その他特記

事項 

・ 特になし 
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■海水淡水化プラント材料（RO 膜) 

No. 項目 内容 

1 製品の概要 【RO 膜とは】 

RO 膜（逆浸透膜、Reverse Osmosis Membrane）は、分子レベルで塩分など

をブロックして、真水だけを透過させ、塩分などの除去物質を含む濃縮液

を分離する機能をもつ水処理用の半透膜のことである。 

半透膜を通過して希薄溶液から濃厚溶液に溶媒が移行する現象が浸透で

あり、移行させる力が浸透圧である。一方，濃厚溶液に浸透圧以上の圧力

をかけると溶媒が逆に濃厚溶液から希薄溶液に移行する現象が起こり、こ

れが逆浸透である。 

この原理を利用し、塩分などの除去物質を含む溶液に圧力をかけて膜を介

して水を透過させ、淡水（清浄な水）を得ることができ、水処理技術とし

て用いられている。 

 

【海水淡水化プラントへの適用】 

現在の海水淡水化プラントは、気化海水や加熱蒸気から淡水を得る蒸発法

が主流だが、所要エネルギーの大きさが課題視されている。RO 膜の逆浸

透作用を活用して圧力をかけて海水から淡水を得る RO 膜法が、エネルギ

ー所要量の少ない海水淡水化方式として注目を浴びている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 c-LCA 評価の範囲 

2-1 対象とする

製品システ

ム 

【評価対象】 

・ 製品：RO 膜法による海水淡水化プラント 

【比較対象】 

・ 製品：蒸発法による海水淡水化プラント 

膜分離法
（ＲＯ）

低圧ＲＯ高圧ＲＯ

濃縮
海水前処理

海水
淡水

淡水

加熱
蒸気

海水

気化

濃縮海水

蒸気
回収

海水

熱

（蒸気）

気化

冷却・凝縮

濃縮海水

淡水

蒸発法
（ＭＥＤ）

蒸発法
（ＭＳＦ）

加熱蒸気と気化海水を凝縮させる。
ＭＳＦより高効率だが複雑。

海水を気化・凝縮させて、淡水を得る。
中東海淡の主流蒸発法の一種。

圧力をかけて膜から水を透過させる。
要求水質に応じて多段対応。

冷却

蒸気凝縮
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2-2 機能 ・ 海水を原料とした淡水の製造 

2-3 機能単位と 

基準フロー 

【機能単位】 

・ RO 膜エレメント１本の生涯造水量 2.6 万 m3 

【基準フロー】 

・ RO 膜法による海水淡水化プラント（RO 膜エレメント 1 本分相当） 

・ 蒸発法による海水淡水化プラント（RO 膜法による海水淡水化プラント

の RO 膜エレメント 1 本分相当） 

2-4 システム 

境界 

【対象とするプロセス】 

・ 製品の製造に係わるプロセス（原料・材料製造プロセスを含む） 

・ 製品の使用に係わるプロセス（薬剤の原料・材料製造プロセス含む） 

・ 製品の廃棄に係わるプロセス（RO 膜エレメント及び関連部材のみ） 

【省略するプロセス】 

・ 製品の輸送に係わるプロセス 

・ 製品の廃棄に係わるプロセス（RO 膜エレメント及び関連部材以外） 

・ プラントの解体 

2-5 c-LCA の前

提条件 

・ 対象とする製品の使用時における c-LCA の評価は、（2-2）の機能を同一

に有するものとし、比較のために追加及び省略する機能はないと仮定し

た 

3 c-LCA 評価

の結果 

対象プロセス RO 膜法 蒸発法 

3-1 原料・材料

～製造に係

わるCO2排

出量 

RO 膜エレメント製造プロセス 0.01 － 

RO 膜エレメントの原料・材料の製造

プロセス 
0.1 － 

RO 膜エレメント以外の原料・材料の

製造プロセス、プラント建設プロセ

ス 

2.2 12.4 

3-2 使用に係わ

るCO2排出

量 

プラント稼動によるエネルギー消

費、薬剤の原料・材料の製造プロセ

ス 

50.5 323.5 

3-3 廃棄に係わ

るCO2排出

量 

RO 膜エレメント、関連部材の廃棄処

理 0.15 － 

3-4 ライフサイ

クル全体に

係わる CO2

排 

ライフサイクル全体に係わる CO2排

出量 （t-CO2）（3-1～3-3 の合計） 

 

 

53.0 335.9 
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出量 

ライフサイクル全体に関わるCO2排出量 [t-CO2]

0 100 200 300 400

RO膜法

蒸発法

原料・材料＋製造 使用 廃棄
 

3-5 単位導入量

あ た り の

CO2 排出削

減量 

【前提条件】 

・ 単位導入量を RO 膜エレメント 1 本あたりとし、CO2排出削減量は、プ

ラントレベルでのライフサイクル CO2 排出量全体を考慮し、蒸発法海水

淡水化プラントがRO膜法海水淡水化プラントに代替された場合の排出

削減効果を表す 

【評価結果】 

・ RO 膜エレメント 1 本あたり 282.9 （t-CO2/造水量 2.6 万 m3）の削減 

（3-4 の「蒸発法」－「RO 膜法」より） 

4 導入シナリオによる評価 

4-1 国等の導入

目標 

・ 産業競争力懇談会で技術の強みを活かした新たな水ビジネス産業を育

成し、近い将来日本の有力な輸出産業とするため、政府及び関係諸機関

の全面的なバックアップ体制の構築の必要性を訴えている。RO 膜は、

強みを活かせる技術として取り上げられている 

4-2 導入シナリ

オ及び 

導入シナリ

オに基づく

導入量 

・ 2016年新たに付加される世界の海水淡水化RO膜による供給能力：約870

万m3/day85 

・ 2016 年新たに付加される日本メーカーによる海水淡水化RO膜による供

給能力：約 610 万m3/day（シェア 70%）86 

4-3 導入シナリ

オに基づく

CO2 排出削

減量 

膜の寿命は 5～7 年であるが、仮に 5 年として試算 

・ 【算出方法】 

  （3-5)×（4-2)×365×5÷（2-3) 

・ 世界 

  1 億 7000 万 （t-CO2） 

日本メーカーによるRO膜ﾌﾟﾗﾝﾄによる排出削減量 1 億 2000万 （t-CO2） 

4-4 上記CO2排

出削減量に

関する留意

・ RO 膜の製造は国内で行う場合が多いが、実際の使用、運転は海外の水

が不足している地域で行われ、CO2排出削減の効果が現れるのは、海外

の割合が高い 

                                                        
85 出典：Desalination Markets 2010 の Figure4.2 
86 出典：産業競争力懇談会報告書「水処理と水資源の有効活用技術【急拡大する世界水ビジネス市場への 
     アプローチ】」(2008 年 3 月 18 日)の図－9 
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点 

4-5 その他特記

事項 

・ 特になし 
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